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第１章 総論 

 

１ はじめに 

急速な少子化の進行や家庭及び地域を取り巻く環境が変化している中で、

社会全体が次世代育成に向けた対策に取り組むことが求められてきました。 

国、地方公共団体及び企業等が一体となって対策を進め、次代の社会を担

う子どもたちが健やかに生まれ、育てられる環境の整備を図るため、10 年間

の時限立法として平成 15 年 7 月に「次世代育成支援対策推進法」（以下「次

世代育成推進法」という。）が制定されました。 

この法律は、事業主として国及び地方公共団体を「特定事業主」と位置づ

け、事業主としての立場から、職員が仕事と子育てを両立できるよう、職場

環境の整備等を盛り込んだ「特定事業主行動計画」を策定するよう求めたも

ので、本町においては、平成 18 年 1 月に「吉田町特定事業主行動計画」を

策定し、平成 2６年度まで、様々な次世代育成支援対策に取り組みました。 

その後、引き続き事業主における仕事と子育ての両立について、より一層

の取組の推進が必要であるとして、時限立法であった次世代育成推進法の改

正が行われ、法律の有効期限が令和 7 年 3 月 31 日まで 10 年間延長されま

した。これに伴い、平成２７年４月１日から今年度末までを第２期前期行動

計画として女性の活躍推進に努めてきたところです。 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４

号。以下「法」という。）第１５条第３項及び第１７条の規定に基づき、「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画

の策定等に係る内閣府令及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律施行規則の一部を改正する内閣府令」（令和元年内閣府令第 51 号）が令和

元年１２月２７日付けで公布され、また、第７条の規定に基づき、「事業主行

動計画策定指針の一部を改正する件」（令和元年内閣官房、内閣府、総務省、

厚生労働省告示第１号）及び「事業主行動計画策定指針の一部を改正する件」

（令和元年内閣官房、内閣府、総務省、厚生労働省告示第２号）も同日付け

で公布され、この改正に基づき特定事業主行動計画を策定・変更する必要が

生じました。 

こうしたことから、「吉田町特定事業主行動計画」においても、改正に基づ

きながら、出産・育児における仕事と子育ての両立、また、介護をはじめと

する支援等、子育て中の職員だけでなく全職員が自分のライフステージに合

わせて「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」のとれた職場環境

づくりを目指します。 

 

令和２年３月 
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２ 基本的な考え方 

本町では、職員を雇用する事業主の立場から、自らの職員の子どもたちが

健やかに生まれ育成されるため、また、職業生活と家庭生活との両立のため

に必要な職場環境を目指し様々な支援対策に取り組んでまいります。 

この新たな計画を策定するに当たり、前計画を継承し、近年の急速な少子

高齢化、経済状況の変化に伴い、正規職員、非正規職員を対象とした働き方

の見直し、今まで以上に職員のニーズや社会環境に適応した「吉田町特定事

業主行動計画」とすることを目標に策定するものです。 

計画目標【～女性がいきいきと輝けば、職場はもっと輝く～】 

 

３ 計画の位置づけ 

  この計画は、ワーク・ライフ・バランスの実現を基本とし、仕事と子育て

の両立及び女性の活躍を目的に次世代育成支援対策推進法第 19 条第１項及

び女性活躍推進法第 15 条第１項に基づく本町の特定事業主行動計画として

策定するものです。 

 

４ 計画の策定 

この計画は、下記の特定事業者が連名で策定するものであり、各特定事業

主は対象職員に対して責任をもって計画を実施していきます。 

特定事業主 対象職員 

吉田町長（公営企業管理者権限を含む。）  町長が任命する職員 

吉田町議会議長 町議会議長が任命する職員 

吉田町教育委員会 町教育委員会が任命する職員 

吉田町農業委員会 町農業委員会が任命する職員 

吉田町監査委員 町監査委員が任命する職員 

吉田町選挙管理委員会 町選挙管理委員会が任命する職員 

 

5 行動計画の期間 

  後期行動計画の期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とする。 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 

 

改正次世代育成支援対策推進法 

第２期前期行動計画 

(平成２７年度～平成３１年度) 

第２期後期行動計画 

(令和２年度～令和６年度) 

女性活躍推進法 



- 3 - 

 

６ 行動計画の推進体制 

 ⑴ 行動計画は、人事担当部門が中心となり、ＰＤＣＡサイクルにより推進

する。 

 ⑵ 行動計画の進捗状況及び職員のニーズを踏まえて、おおむね３年後に行

動計画の見直しを実施する。 

 ⑶ 行動計画の見直しの際には、特定事業主行動計画推進委員会を設置し、

行動計画に基づく取組の推進状況・数値目標の達成状況の点検・評価を行

うとともに、計画の変更等の協議を行う。 

 ⑷ 行動計画の変更を行ったときは、職員に対する周知を行うことはもとよ

り、役場情報コーナー及びホームページで公表する。 

 

 

○行動計画の推進フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《Ｐｌａｎ》 
（人事担当部門） 

○行動計画の策定 

《Ｃｈｅｃｋ》 
（人事担当部門） 

○行動計画の実施状況、成

果、課題の点検 

○行動計画の是正措置等の

検討 

《Ａｃｔｉｏｎ》 
（人事担当部門） 

(特定事業主行動計画推進委員会) 

○行動計画の見直し 
（３年後を目途） 

《Ｄｏ》 
（特定事業主・職員） 

○行動計画の周知 

○行動計画の実行  

○総括的取組 

○個別取組 

継 

続 

的 

推 

進 
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第２章 女性職員の活躍推進に向けた取組（関係法令:女性活躍推進法） 

１ 女性職員の活躍に関する状況把握及び課題分析 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動

計画の策定等に係る内閣府令及び女性の職業における活躍の推進に関する法

律施行規則の一部を改正する内閣府令（令和元年内閣府令第５1 号）、事業主

行動計画策定指針の一部を改正する件（令和元年内閣官房、内閣府、総務省、

厚生労働告示第１号）及び事業主行動計画策定指針の一部を改正する件（令

和元年内閣官房、内閣府、総務省、厚生労働告示第２号）に基づき、町長部

局、議会事務局、教育委員会事務局、選挙管理委員会事務局、農業委員会事

務局、監査委員において、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関

する状況を把握し、改善すべき状況について分析を行った。 

 

【現状の分析】 

●過去４年間における採用試験受験者と採用職員の実績     （単位：人） 

区 分 

Ｈ２８   

年度 

Ｈ2９   

年度 

Ｈ３０  

年度 

R 元  

年度 

R２  

年度 
合計 

受

験

者 

採

用

者 

受

験

者 

採

用

者 

受

験

者 

採

用

者 

受

験

者 

採

用

者 

受

験

者 

採

用

者 

受験者 採用者 

一 般 

事務職 

男 11 ５ ７ ３ ５ １ 20 12 9 2 52 23 

女 ４ １ ２ １ ５ ３ 10 3 6 3 27 11 

土 木 

技術職 

男 ― ― ― ― ― ―   ― ― 0 0 

女 ― ― ― ― ― ―   ― ― 0 0 

保育士 
男 ２ ０ ０ 0 １ ０ 1 1 2 2 6 3 

女 ９ ４ ３ ２ ３ ３ 5 5 3 2 23 16 

保健師 
男 １ １ ― ― 0 0   ― ― 1 1 

女 ０ ０ ― ― 1 1   ― ― 1 1 

管 理 

栄養士 

男 ３ ０ ― ― ― ―   ― ― 3 0 

女 11 ２ ― ― ― ―   ― ― 11 2 

司書 
男 ― ― １ ０ ― ―   ― ― 1 0 

女 ― ― ６ ２ ― ―   ― ― 6 2 

合 計 
男 17 ６ ８ ３ ６ １ 21 13 11 4 63 27 

女 24 ７ 11 ５ 9 ７ 15 8 9 5 68 32 

  令和２年 4 月 1 日の新規採用予定者は９人で、そのうち女性は５人である。職種

別にみると事務職が５人（うち女性３人）、保育士 4 人（うち女性 2 人）である。 

  また、５年間の採用人数の合計は、男性が 27 人、女性が 32 人であり、職員採
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用に当たっては、能力に応じた試験選考を行ってきており、年度によっては男女比

が異なるが、性別に関係なく適正な採用が行われている。 

 

●役職別在職状況（平成３１年４月１日現在） 

区分 総数（人） 

 

うち女性 

（人） 

女性比率 

（%） 

うち一般職 

総数（人） 
うち女性

（人） 

女性比率

（%） 

町長部局課長級 15 6 40.0 15 6 40.0 

議会課長級 1 0 0 1 0 0 

教育委員会課長級 3 0 0 3 0 0 

選管委員会課長級 － － － － － － 

農業委員会課長級 － － － － － － 

監査委員課長級 － － － － － － 

課長級 計 Ａ 

(理事・参事含む。) 
19 6 31.6 19 6 31.6 

町長部局補佐級 15 8 53.3 15 8 53.3 

議会補佐級 － － － － － － 

教育委員会補佐級 3 1 33.3 3 1 33.3 

選管委員会補佐級 － － － － － － 

農業委員会補佐級 － － － － － － 

監査委員補佐級 － － － － － － 

課長補佐級 

計 Ｂ  
18 9 50.0 18 9 50.0 

管理職 計 

Ａ+Ｂ 
37 15 40.5 37 15 40.5 

町長部局統括級 30 12 40.0 30 12 40.0 

議会統括級 ― ― ― ― ― ― 

教育委員会統括級 5 2 40.0 5 2 40.0 

選管委員会統括級 1 0 0 1 0 0 

農業委員会統括級 ― ― ― ― ― ― 

監査委員統括級 － － － － － － 

統括級 計 

Ｃ 
36 14 38.9 36 14 38.9 

合 計 

Ａ+Ｂ+Ｃ 
73 29 39.7 73 29 39.7 
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本町における管理的地位にある職員に占める女性職員は１５人で、女性比率は

40.5%となっている。次代の管理職候補者である統括級に占める女性職員は 14 人

で、女性比率は 38.9%となっている。 

 

●職員の女性の割合（平成３１年４月１日現在） 

全職員数（人） うち女性の人数（人） 女性職員比率（％） 

2３１ 1１４ 49.４ 

本町における平成３１年４月１日現在の女性職員の割合は、49.４％と男女比率が

ほぼ均等となっている。職種別でみると事務職 17７人（うち女性 6３人）、保育職

５４人（うち女性５１人）となっている。その背景には、これまでも男女を問わず

職員採用を行ってきていることから、職員全体に占める女性職員の割合は、ほぼ半

数となっていることがうかがえる。 

 

●職員一人当たりの各月ごとの時間外勤務時間及び時間外勤務の上限（４５時

間を超えた職員数（平成３０年度実績） 

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

一人当たり 

時間外勤務 

時  間 

20.57 19.43 18.03 20.23 16.98 18.10 21.40 19.73 15.17 17.18 19.78 22.87 

時間外勤務

の上限（45

時間）を超

えた職員数 

(町長部局) 

12 12 14 19 12 6 17 13 5 11 17 25 

時間外勤務

の上限（45

時間）を超

えた職員数 

(町長部局

以外) 

6 6 2 4 0 2 4 4 3 6 3 6 

本町における一人当たりの各月ごとの時間外勤務時間及び時間外勤務の上限（４５

時間）を超えた職員数は、表のとおりである。３月が最も多く 22.8７時間となって

いるが、これは、年度末及び年度初めに当たる事務によるものが考えられる。しかし

ながら、一人当たりの月平均の時間外勤務時間は、毎月 10 時間を超えている状態で

ある。上限を超える職員数が全職員数に対して少数であり、偏りが見られるため、業

務量の平準化や人事配置、機構など抜本的な見直しが必要である。 
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●年次有給休暇の平均取得日数（平成３０年実績） 

全職員 うち男性職員 うち女性職員 

7 日６時間 7 日 2 時間 ８日 2 時間 

本町における年次有給休暇の平均取得日数は、７日と６時間となっている。これ

は、部署によって異なるが、業務多忙により年次有給休暇の取得が困難であること

が考えられる。また一方で、日曜開庁業務への従事により、週休日を平日に振り替

えるため、年次有給休暇を取得したい日に振替日を充てることにより、年次有給休

暇の取得日数が低くなっていることが考えられる。 

 

●平均継続勤務年数（平成３１年４月１日現在） 

職員全体 男性職員 女性職員 

1３年１１か月 1３年６か月 14 年４か月 

本町における継続勤務年数を見てみると、職員全体で平均1３年１１か月である。

男性職員の平均１３年６か月に比べ、女性職員も平均１４年４か月で多少長いこと

がわかる。これは、出産や結婚などによる事象で早期退職している女性職員が、前

期に引き続きほとんどいないことが考えられる。なお、継続勤務年数については、

本町の職員の平均年齢が低いため、平均年数が低くなっている。 

 

●男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況（平成３１年４月１日現在） 

 
育児休業 

対象者 

育児 

休業中 
復帰者 

取得期間 

（１年未満） 

取得期間 

(１年以上２年未満) 

取得期間 

（２年以上） 

男 ２０ 0 ― ― ― ― 

女 １０ ４ ６ ０ ９ １ 

本町における育児休業の取得状況については、女性職員の取得率は 100％である。

しかしながら、男性職員の育児休業取得については、実績がない。 

また、取得期間については、１年以上２年未満が多く、育児休業開始から１年を

超えた後の年度始めの日を復帰日とする職員が多いためと考えられる。 
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●男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況並びに合計

取得日数の分布状況 

 

平成３０年度

中に新たに育

児休業が取得

可能となった

男 性 職 員 数

（A） 

 

配偶者出産

休暇を取得

した職員数 

（B） 

育児参加のた

めの休暇を取

得した職員数

（C） 

配偶者出産休暇又

は育児参加のため

の休暇を取得した

職員数 

（D＝B＋C－両休

暇とも取得した職

員数） 

 

合計取得

日数が２

日未満の

職員数 

 

合 計 取 得

日 数 が ２

日以上 5

日 未 満 の

職員数 

合計取得

日数が 5

日以上の

職員数 

 

6 ６ １ ６ 1 5 0 

本町における男性職員の育児休業取得者はいないものの、配偶者出産休暇の取得

者については、取得率１００％である。しかしながら、育児参加のための休暇取得

率については、16.６％と低く、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の合計取

得日数においても５日以上取得している職員はいない状況である。 

 

●セクシュアルハラスメント等対策の整備状況 

 （令和元年度実施のハラスメント対処研修出欠状況） 

 
全体数 

（人） 

うち出席者 

（人） 

出席者のうち女性数 

（人） 

女性の出席率

（％） 

人数及び率  215 177 68 31.6 

   本町では、令和元年度に、ハラスメントに関する正しい知識習得と意識改

革を目的とし、職員全員（病休、産休及び育休者を除く。）を対象としたハラ

スメント対処研修を実施した。女性の出席者は全体の 31.6％と少なく、これ

は、保育士の欠席が多いことが要因であり、保育士における女性の比率の高

いことがうかがえる。研修の開催日時と開催回数の配慮が不可欠であるが、

男女の偏りなく研修の出席ができる職場環境と人員配置も考慮する必要があ

る。 
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２ 女性職員の活躍に向けた目標 

当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を

設定する。 

なお、この目標は、町長部局、議会事務局、教育委員会事務局、選挙管理

委員会事務局、農業委員会事務局、監査委員の全部局における共通した目標

として位置づけ、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、

改善すべき事項について分析を行った結果、最も大きな課題に対応するもの

から順に掲げる。 

 

 

 ≪目標年次：令和６年度≫ 

 

【目標 1】時間外勤務時間の縮減 

 

 

 

【目標 2】年次有給休暇の取得の促進 

 

 

【目標 3】男性職員の育児休業取得の促進 

 

 

 

【目標 4】男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得の促進 

 

 

 

【目標 5】女性職員の登用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員一人当たりの年間における平均時間外勤務時間 180 時間以内

を目指します。 

 職員一人当たりの年次有給休暇取得日数平均 10 日を目指します。 

 男性職員の育児休業取得率 5％以上を目指します。 

 女性職員の育児休業取得率 100％の保持を目指します。 

 男性職員の配偶者出産休暇取得率 100％の保持及び育児参加のた

めの休暇取得率 100％を目指します。 

 管理職以上にある職の女性職員が占める割合３０％以上の保持を目

指します。 



- 10 - 

 

第３章 第 2 期後期行動計画の取組の概要 

 

１ 子育てがしやすい勤務環境の実現に向けて 

仕事と家庭の両立を支援するため、休業・休暇を取得しやすい環境づくり、

働き方の見直しや、多様な働き方の実現に向けて以下の取組を進めます。 

注「※」は計画期間中に達成すべき目標を表します。 

 

【具体的な内容】 

⑴ 制度の周知 

育児休業、母性保護、休暇や共済組合等による出産費用の給付等経済的な

支援措置など、仕事と家庭の両立を支援する制度について取りまとめたパン

フレットを作成し、職員への周知を図ります。 

 

⑵ 妊娠中及び出産後における配慮 

妊娠中及び出産後を通じて母子の健康を適切に確保するため、次の取組を

行い、職場全体で母性保護及び母性健康管理に配慮します。 

① 業務分担の見直し 

母親となることがわかった職員は、母性保護のために所属長や周りの 

職員に速やかに申し出ることとします。職員が妊娠を申し出た場合、所属

長は職場内の仕事の分担等の見直しを行い、その職員の負担とならないよ

う母性保護に努めるとともに、特定の職員に負担がかかることのないよう

に配慮します。 

周りの職員は、全員で業務の見直し等を行い、妊娠中や出産後の職員 

への配慮を行います。 

② 産前産後休暇取得時の代替職員の確保 

職員が産前産後休暇を取得する際には、所属長は職員が安心して休  

暇を取得できるよう、職場内の仕事の分担の見直しを行います。また、必

要に応じて臨時的任用職員等の採用により代替職員の確保に努めます。 

 

⑶ 育児休業、育児短時間勤務及び部分休業を取得しやすい環境づくり 

育児休業、育児短時間勤務及び部分休業に対する職員一人一人の意識改革

を進めるため、次の取組を行い、育児休業等を取得しやすい環境づくりに努

めます。 

① 育児休業等の取得の推進 

育児休業等の取得促進のため、所属長は、母親や父親になる職員の育 

児休業等の予定を事前に把握し、育児休業等を予定していない職員につい

ては、取得を促します。 

（関係法令：次世代育成推進法、女性活躍推進法） 
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また、周りの職員が全員で育児休業等を取得しやすい雰囲気づくりに努 

めるものとします。 

② 育児休業取得時の代替職員の確保 

職員が育児休業に入る際には、所属長は職員が安心して休業に入れる 

よう、職場内の仕事の分担の見直しを行います。また、必要に応じて、後

任配置又は臨時的任用職員等の採用により代替職員の確保に努めます。 

③ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

育児休業中の職員に対し、職場から担当業務や所属の業務に関連した 

情報の提供や職場復帰支援のための各種研修や講座への参加を促すなど、

長期間にわたり職場を離れたとしても、職場環境の変化や自身が担当する

業務に対して不安感を抱くことなく円滑に職場復帰できる環境を整えま

す。 

 

※こうした取組を通じて、育児休業取得率 

 

 

 

 

 

⑷ 男性職員による積極的な制度の活用 

妻の就労の有無にかかわらず、男性職員の育児参加を促進するため、次の

取組を行い育児休業等の制度の積極的な活用を促します。 

① 配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇を取得しやすい環境づくり 

配偶者出産休暇（２日）及び育児参加のための休暇（５日）の積極的な

取得の推進を図るため所属長は、父親となる職員に取得を促すとともに、

取得しやすい環境づくりに努めます。 

 

※こうした取組を通じて、 

父親の配偶者出産休暇と育児参加のための休暇の合計取得日数 

 

 

② 育児休業等を取得しやすい環境づくり 

男性職員の育児休業等の取得の促進を図るため、所属長は、男性職員 

に育児休業、部分休業の取得を促します。また、周りの職員全員で、出生

時の連続休暇を取得しやすい雰囲気づくりに努めるものとします。 

 

 

 

 男性職員にあっては 5％（第１期行動計画 0％→5％アップ）以上

を目指します。 

 女性職員にあっては 100％維持していることを目指します。 

 ５日以上を目指します。 
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⑸ 時間外勤務の縮減 

育児を行う職員の深夜勤務・時間外勤務の制限措置を周知し、より一層の

時間外勤務の縮減に向け、次の取組を進めます。 

① 時間外勤務縮減のための意識啓発等 

所属長は、職員の時間外勤務状況等を的確に把握した上で、個々の職員

に対して指導するなど、時間外勤務の可能な限りの縮減に努めます。 

② 働き方改革に伴う時間外勤務の上限時間の周知・徹底 

時間外勤務において、１か月４５時間の上限時間を超えない勤務に努め

ます。 

③ 事務の合理化の推進 

社会経済の変化に対応して業務内容の加重が生じる中で、時間外勤務を

縮減するために、既存業務等について、廃止、合理化等の見直しを行い事

務の合理化を推進します。 

 

※こうした取組を通じて、時間外勤務時間 

 

 

 

⑹ 休暇取得の推進 

休暇の取得推進のため、所属長は、期間を定めた業務計画や休暇取得計画

の策定、業務配分の見直し、職場内における応援体制の確立等、職員が休暇

を取得しやすい環境づくりに努めます。 

① 年次有給休暇の取得の推進 

子どもの学校行事等への参加や家族の記念日等における休暇の取得推

進を図ります。 

② 子どもの看護休暇等の取得の促進 

子どもの病気等の際には、特別休暇（小学校就学の始期に達するまでの

子に対する看護等）（年間５日の範囲内）や年次有給休暇の活用促進を図

ります。 

 

※こうした取組を通じて、年次有給休暇の取得日数 

 

 

 

 

 

 

 

 職員一人当たりの年間平均時間 180 時間以内を目指します。 

 職員一人当たり年間取得日数 10 日（50％）以上を目指します。 
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２ 非正規職員の仕事と家庭の両立に向けた取組 

  

多様な働き方の非正規職員においても、働き方の見直しや休暇の取得推進

により、仕事だけでなく家庭との両立を支援し、家庭や地域の子育て支援活

動に積極的に参画していけるように以下の取組を進めます。 

 

⑴ 制度の周知 

令和２年４月１日から新たに施行される「会計年度任用職員制度」により

任用される会計年度任用職員の、特別休暇等の制度の周知を図ることにより、

より働きやすい環境整備を進め、仕事と家庭の両立支援をします。 

 

⑵ 休暇取得の推進 

所属長は正規職員、非正規職員との業務をバランスよく配分し、また職場

内でお互いが協力し、支え合える環境を築くことにより、非正規職員の子育

て支援活動等に参加するための休暇取得の推進に努めます。 

 

⑶ 妊娠中及び出産後における配慮 

妊娠中及び出産後を通じて母子の健康と安全を確保し、安心して子育てを

していけるよう職員間の業務分担の見直しを行い、職場全体で母性保護及び

母性健康管理に配慮します。 

 

 

 


